
（抜粋） 

こども医療費助成事業実施要綱 

 
１ 目的 

こども医療費助成事業は、こどもに係る医療費の一部を助成することによ

り、こどもの福祉の増進を図ることを目的とする。 

 
２ 実施主体 

この事業の実施主体は、市町とする。 

 
３ 用語の定義 

この要綱において、次に掲げる用語の定義は、次に定めるところによる。 

（１）「こども」とは、市町の区域内に住所を有する９歳に達する日の翌日以

後の最初の４月１日から、１５歳に達する日以後の最初の３月３１日を経

過していない者をいう。 

（２）「こども保護者」とは、親権を行う者、未成年後見人その他の者でこど

もを現に監護する者をいう。 

（３）「医療保険各法の給付」とは、高齢者の医療の確保に関する法律（昭和

５７年法律第８０号）第７条第１項に規定する医療保険各法（以下「医療

保険各法」という。）の規定による療養の給付又は保険外併用療養費若し

くは療養費の支給（家族療養費及び特別療養費に係る当該支給を含む。） 

をいう。 

（４）「被保険者等負担額」とは、当該医療に要する費用の額から医療保険各

法の規定により医療の給付を行うもの（以下「保険者」という。）が負担

すべき額（保険者の規約、定款、運営規則等により医療保険各法に規定す

る保険給付と併せて当該保険給付に準ずる給付を受けることができる場合

における当該支給又は給付を含む。）を控除した額（医療保険各法以外の

法令、条例、規則、規程等の規定により国、地方公共団体（保険者たる国、

地方公共団体を除く。）又は独立行政法人の負担において医療に関する給

付が行われないときに限る。ただし、この要綱でいう「こども」に該当す

ることを要件として「市町が行う医療に関する助成」についてはこの限り

でない。）をいう。 

（５）「保険医療機関等」とは、健康保険法（大正１１年法律第７０号）第６ 

３条第３項に規定する保険医療機関及び保険薬局並びにこれら以外の病院、

診療所又は薬局その他の者をいう。 

 
４ 助成対象者 

この事業の助成の対象となる者は、こども保護者とする。ただし、次に

掲げる要件を備えている者とする。 



（１）こども保護者について、医療保険各法の給付が行われた月の属する年度 

（医療保険各法の給付が行われた月が４月から６月までの場合にあって

は、前年度。以下同じ。）分の地方税法の規定による市町村民税の同法第 

２９２条第１項第２号に掲げる所得割（同法第３１４条の７、同法附則第 

５条の４第６項、同法附則第５条の４の２第６項及び同法附則第７条の２ 

第４項の規定による控除をされるべき金額があるときは、当該金額を加算し

た額とする。以下同じ。)の合計額が２３万５千円未満であること。 

（２）こども保護者が当該こどもの生計を維持できない場合は、そのこどもの

民法（明治２９年法律第８９号）第８７７条第１項に定める扶養義務者で

そのこどもの生計を維持する者について、医療保険各法の給付が行われた

月の属する年度分の地方税法の規定による市町村民税の同法第２９２条第

１項第２号に掲げる所得割の額の合計額が２３万５千円未満であること。 

（３）（１）及び（２）に規定する所得割の額を算定する場合には、地方税法

等の一部を改正する法律(平成２２年法律第４号）第１条の規定による改

正前の地方税法第２９２条第１項第８号に規定する扶養親族（１６歳未満

の者に限る。以下「扶養親族」という。）及び同法第３１４条の２第１項

第１１号に規定する特定扶養親族（１９歳未満の者に限る。以下「特定扶

養親族」という。）があるときは、同号に規定する額（扶養親族に係るも

の及び特定扶養親族に係るもの（扶養親族に係る額に相当するものを除

く。）に限る。）に同法第３１４条の３第１項に規定する所得割の税率を

乗じて得た額を控除するものとする。 

 


